
 

 

令和７年３月 

 

播磨町議会定例会議案 

 

 





議案第 ３ 号 

 

工事請負契約締結の件 

 

令和７年１月２９日付けで入札に付した播磨町立小中学校屋内運動場空調設備整備工事に

ついて、下記により工事請負契約を締結するため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取

得又は処分に関する条例（昭和３９年条例第２号）第２条の規定により、議会の議決を求め

る。 

 

記 

 

１ 契約の目的   播磨町立小中学校屋内運動場空調設備整備工事 

 

２ 契約の方法   郵便応募型条件付き一般競争入札 

 

３ 契約の金額   ￥５３２，７０８，０００．－ 

          （うち消費税及び地方消費税の額 ￥４８，４２８，０００．－） 

 

４ 契約の相手方  兵庫県加古郡播磨町北本荘３丁目４番１４号 

          播磨設備株式会社 

          代表取締役 山口 智裕 

 

令和７年３月４日提出 

 

播磨町長 佐 伯 謙 作 
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議案第 ４ 号 

 

播磨町人権尊重のまちづくり条例制定の件 

 

播磨町人権尊重のまちづくり条例を次のとおり制定する。 

 

令和７年３月４日提出 

 

播磨町長 佐 伯 謙 作 
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播磨町人権尊重のまちづくり条例 

 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条－第11条） 

第２章 不当な差別的取扱いの解決に向けた体制の充実 

第１節 相談体制（第12条） 

第２節 不当な差別的取扱いに係る紛争の解決を図る体制（第13条－第18条） 

第３章 声明（第19条） 

第４章 人権委員会（第20条－第24条） 

第５章 雑則（第25条） 

附則 

全ての人間は、生まれながらにして自由であり、基本的人権の享有が保障されなければな

らない。基本的人権は、人類の多年にわたる自由獲得の努力の成果であって、世界人権宣言、

人権に関する諸条約及び日本国憲法の理念を貫く人類普遍の原理である。 

播磨町においては、平成元年４月に人権尊重を基調とした「共に生きよう ふれあいのま

ち」宣言を行い、その精神を踏まえ、各種取組を展開してきた。 

しかしながら、社会においては依然として人権侵害及び差別が存在している。また、時代

の変化に伴い、インターネットを利用した誹謗中傷、性的少数者等への不当な差別、感染症

への偏見その他新たな人権問題が生じている。 

このような課題を解決し、人権が尊重される社会を実現するためには、一人一人の個性を

認め合い、差別を無くす強い意志を持ち、行動を起こすことが必要である。 

よって、私たち播磨町は、世界人権宣言及び日本国憲法の理念の下で、「あらゆる人権侵

害を許さない」と改めて宣言するとともに、誰もがぬくもりを感じ、心が通い合うまちづく

りを目指し、この条例を制定する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、人権尊重のまちづくりについて基本理念を定め、播磨町（以下「町」

という。）、町民等及び事業者の責務を明らかにするとともに、あらゆる差別及び偏見の

解消を図り、もって全ての人がお互いの人権を尊重し、多様性を認め合う社会の実現を図

ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(１) 町民等 町内に居住し、若しくは通勤する者又は通学する者をいう。 

(２) 事業者 町内で事業活動を行う者をいう。 

(３) 関係団体 町内の人権に係る協議会、営利活動又は非営利活動を行う団体等をいう。 

(４) 関係機関 国、兵庫県、法務局、警察署、他の地方公共団体等をいう。 

(５) 不当な差別 人種、民族、国籍、信条、年齢、性別、性的指向（性的指向及びジェ
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ンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する法律（令和５年法

律第68号）第２条第１項に規定する性的指向をいう。）、ジェンダーアイデンティティ

（同条第２項に規定するジェンダーアイデンティティをいう。）、障害、疾病、出身そ

の他の属性（以下「人種等の属性」という。）を理由とする不当な区別、排除又は制限

であって、あらゆる分野において、権利利益を認識し、享有し、若しくは行使すること

を妨げ、又は害する目的若しくは効果を有するものをいう。 

(６) 不当な差別的取扱い 正当な理由なく人種等の属性を理由に、財、サービス若しく

は機会の提供を受け入れないこと、又は当該提供に当たって場所、時間帯等を制限し、

若しくは当該人種等の属性を有さない者に対しては付さない条件を付すことその他の不

当な差別的取扱いによるものをいう。 

（基本理念） 

第３条 人権尊重のまちづくりは、誰もが一人一人異なる存在であることを踏まえ、多様性

を認め合い、不当な差別を解消し、互いの人権を尊重し合うことを旨として実施されなけ

ればならない。 

（不当な差別的取扱いの禁止） 

第４条 何人も、不当な差別的取扱いをしてはならない。 

（表現の自由等への配慮） 

第５条 この条例の規定の適用に当たっては、表現の自由その他の日本国憲法の保障する国

民の自由及び権利を不当に侵害しないように留意しなければならない。 

（町の責務） 

第６条 町は、第３条に定める基本理念にのっとり、人権尊重のまちづくりに関する施策

（以下「人権施策」という。）を推進しなければならない。 

２ 町は、あらゆる施策の策定及び実施に当たっては、人権尊重の視点をもって取り組まな

ければならない。 

（町民等、事業者及び関係団体の責務） 

第７条 町民等、事業者及び関係団体は、町が実施する人権施策に協力するよう努めなけれ

ばならない。 

（推進計画） 

第８条 町長は、人権施策を推進するための計画（以下「推進計画」という。）を策定しな

ければならない。 

２ 町長は、推進計画にのっとり、人権施策を具体的かつ計画的に推進するものとする。こ

の場合において、第10条第１項に規定する調査等の結果を踏まえるものとする。 

３ 町長は、推進計画を策定しようとするときは、あらかじめ播磨町人権委員会（以下「人

権委員会」という。）の意見を聴かなければならない。 

４ 町長は、推進計画を策定したときは、速やかにこれを公表しなければならない。 

５ 前２項の規定は、推進計画の変更について準用する。 

（人権教育及び人権啓発） 

第９条 町は、人権尊重のまちづくりを推進するため、町民等及び事業者に対し人権教育

（人権教育及び人権啓発の推進に関する法律（平成12年法律第147号）第２条に規定する
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人権教育をいう。以下同じ。）及び人権啓発（同条に規定する人権啓発をいう。以下同

じ。）を行うものとする。 

２ 町は、町民等がその発達段階に応じて人権についての理解を深めるため、多様な機会を

活用して人権教育及び人権啓発を行うものとする。 

（調査及び情報の収集） 

第10条 町長は、人権施策を効果的に推進するため、必要な調査及び情報の収集を行うもの

とする。 

２ 町長は、前項の調査を行ったときは、その結果を公表するものとする。ただし、町長が

公表することが適当でないと認めるときは、この限りでない。 

（多様な主体と連携した取組） 

第11条 町は、人権尊重のまちづくりの推進に向けた町民等の意識の醸成を図るとともに、

効果的な人権教育及び人権啓発並びに人権侵害に関する相談及び支援が実施できるよう、

関係機関、町民等、事業者、関係団体その他多様な主体と連携するよう努めるものとする。 

第２章 不当な差別的取扱いの解決に向けた体制の充実 

第１節 相談体制 

（相談業務） 

第12条 町は、不当な差別的取扱いを受けた者、その家族その他の関係者からの不当な差別

的取扱いに関する相談（以下「相談」という。）に応じなければならない。 

２ 町は、相談があったときは、次に掲げる業務を行うものとする。 

(１) 関係機関と必要に応じて連携して、助言、調査、関係者間の調整その他の必要な対

応を行うこと。 

(２) 必要に応じて関係機関への通告、通報その他の通知を行うこと。 

３ 相談に応ずる者は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同

様とする。 

４ 町は、第２項の業務を円滑かつ効果的に行うために必要な人員を確保するとともに、相

談に応ずる者に対し、同項の業務の遂行に必要な知識及び技能を習得並びに向上させるた

めに必要な研修を行うものとする。 

第２節 不当な差別的取扱いに係る紛争の解決を図る体制 

（申立て） 

第13条 町民等は、不当な差別的取扱いを受けたと思料するときは、当該不当な差別的取扱

いに係る紛争（以下「差別事案」という。）について、町長に対し、当該差別事案を解決

するために必要な助言又はあっせんを行うべき旨の申立てをすることができる。 

２ 町民等の家族その他の関係者は、当該町民等が不当な差別的取扱いを受けたと思料する

ときは、当該差別事案について、当該町民等に代わって、町長に対し当該差別事案を解決

するために必要な助言又はあっせんを行うべき旨の申立てをすることができる。 

３ 前項の申立ては、不当な差別的取扱いを受けたと思料される者の意思に反してすること

ができない。 

４ 第１項及び第２項の申立て（以下「申立て」という。）は、当該申立てに係る差別事案

が次のいずれかに該当するときは、することができない。 
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(１) 裁判所による判決、公的な仲裁機関又は調停機関による裁決等により確定した権利

関係に関するもの 

(２) 裁判所又は公的な仲裁機関若しくは調停機関において係争中のもの 

(３) 法令（民事調停法（昭和26年法律第222号）を除く。）に基づくあっせん、調停、

和解の仲介又は紛争の解決の援助の申請等をすることができる紛争に関するもの 

(４) 行政不服審査法（平成26年法律第68号）その他の法令に基づく不服申立て又は苦情

の申出をすることができる行政庁の処分その他公権力の行使又は職員の職務執行に関す

るもの 

(５) 申立ての原因となる事実のあった日（継続する行為にあっては、その行為の終了し

た日）から３年を経過したもの 

(６) 現に犯罪の捜査の対象となっているもの 

(７) 差別事案に係る相手方（以下「相手方」という。）が不明であるもの 

(８) 町の区域外で生じたもの。ただし、差別事案がインターネットその他の高度情報通

信ネットワークを利用する方法により行われた場合であって、相手方が町民等又は事業

者であるときは、町の区域内で生じたものとみなす。 

（助言及びあっせん） 

第14条 町長は、申立てがあったときは、当該申立てをした者（前条第２項の場合における

不当な差別的取扱いを受けたと思料される者を含む。以下「申立人」という。）、相手方

その他の関係者に対し、助言又はあっせんを行うものとする。ただし、助言又はあっせん

を行うことが適当でないと認められるときは、この限りでない。 

２ 町長は、申立てがあったときは、当該申立てに係る差別事案の事実関係について調査を

行うことができる。この場合において、申立人、相手方その他の関係者は、正当な理由が

ある場合を除き、これに協力しなければならない。 

３ 町長は、助言若しくはあっせん又は前項の調査を行うに当たり必要があると認めるとき

は、その対象となる差別事案に関係する町の機関（町長を除く。）に対し、資料の提出、

意見の開陳、説明その他の必要な協力を求めることができる。 

４ 町長は、助言又はあっせんを行うに当たり、あらかじめ人権委員会の意見を聴くものと

する。ただし、第２項に規定する調査の結果等から人権委員会に意見を聴く必要がないと

町長が認めるときは、この限りでない。 

５ 助言又はあっせんの対象となる差別事案の当事者が町であるときは、前項ただし書の規

定にかかわらず、町長は、助言又はあっせんを行うに当たり、あらかじめ人権委員会の意

見を聴くものとする。 

６ 町長は、あっせんによっては申立てに係る差別事案の解決の見込みがないと認めるとき

は、あっせんを打ち切ることができる。 

（あっせんに関する勧告） 

第15条 町長は、前条第１項のあっせんを行った場合において、不当な差別的取扱いに該当

する行為をしたと認められる者が、正当な理由なく当該あっせんの内容に従わないときは、

当該者に対して、必要な措置をとるよう勧告することができる。 

（意見の聴取） 
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第16条 町長は、前条の規定による勧告をしようとするときは、あらかじめ、当該勧告の対

象となる者にその理由を通知し、その者が意見を述べ、証拠を提示する機会を与えなけれ

ばならない。 

（助言及びあっせん並びに勧告の状況の公表） 

第17条 町長は、差別事案の発生の防止又は差別事案が発生した場合における当該差別事案

の解決に資するため、第14条第１項の助言若しくはあっせん又は第15条の規定による勧告

を行った場合において、申立人、相手方その他の関係者の秘密を除いて、必要な事項を一

般に公表するものとする。ただし、特別の事情があるときは、公表しないことができる。 

（差別事案に係る調査） 

第18条 人権委員会は、第14条第４項又は第５項の規定により意見を聴かれた場合において、

必要があると認めるときは、差別事案の事実関係について調査を行うことができる。この

場合において、申立人、相手方その他の関係者は、正当な理由がある場合を除き、これに

協力しなければならない。 

２ 人権委員会は、必要があると認めるときは、その指名する委員又は臨時委員に、あらか

じめ指定する範囲で前項の調査を行わせることができる。 

第３章 声明 

（声明） 

第19条 町長は、不当な差別に該当する事案で深刻なものが発生した場合において、必要が

あると認めるときは、町民等及び事業者への不当な差別意識の広がりを抑えるため、声明

を発出することができる。 

２ 町長は、前項の規定により声明を発出しようとするときは、あらかじめ人権委員会の意

見を聴かなければならない。ただし、緊急を要する場合で、かつ、その意見を聴く時間的

余裕がない場合は、この限りでない。 

３ 人権委員会は、前項本文の規定により意見を聴かれたときは、町長が定めた期間内に町

長に答申するものとする。 

４ 町長は、第２項ただし書の規定により、人権委員会に意見を聴かずに第１項の規定によ

り声明を発出したときは、当該声明を発出した後、人権委員会にその旨を報告しなければ

ならない。 

５ 人権委員会は、第２項本文の規定により意見を聴かれた場合において、その調査審議の

ため必要があると認めるときは、関係者に意見を述べる機会を与えることができる。 

第４章 人権委員会 

（設置） 

第20条 町長は、次の事項を行わせるため、地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の

４第３項に規定する附属機関として、人権委員会を置く。 

(１) 第８条第３項の規定による諮問に応じて調査審議すること。 

(２) 第14条第４項及び第５項において、調査審議し、その結果を答申すること。 

(３) 前条第４項の規定により町長から報告を受けること。 

(４) 前２号に掲げるもののほか、第２章に規定する不当な差別的取扱いの解決に向けた

体制の充実に関する事項及び前章に規定する声明に関する事項について、町長から意見
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を聴かれた場合において、調査審議し、その結果を答申し、又は意見を建議すること。 

（組織） 

第21条 人権委員会は、委員４人以内で組織する。 

２ 特別の事項を調査審議するため必要があるときは、人権委員会に、臨時委員を置くこと

ができる。 

（委員及び臨時委員） 

第22条 人権委員会の委員及び臨時委員は、人権に関する豊かな知識及び経験を持ち、中立

性及び専門性を有する学識経験のある者から、町長が委嘱する。 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

３ 臨時委員の任期は、当該特別の事項に関する調査審議が終了するまでとする。 

４ 委員の再任は妨げないものとする。 

（守秘義務） 

第23条 人権委員会の委員及び臨時委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。そ

の職を退いた後も同様とする。 

（規則への委任） 

第24条 この条例に定めるもののほか、人権委員会の運営について必要な事項は、規則で定

める。 

第５章 雑則 

（委任） 

第25条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、規則で定め

る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（特別職に属する非常勤の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 特別職に属する非常勤の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和31年条例第５号）

の一部を次のように改正する。 

別表播磨町いじめ問題調査委員会の項の次に次のように加える。 

人権委員会 

委員長 〃 15,000 

委員 〃 10,000 
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議案第 ５ 号 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例制定の

件 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例を次のとおり制定

する。 

 

令和７年３月４日提出 

 

播磨町長 佐 伯 謙 作 
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刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

 

（播磨町職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 播磨町職員の給与に関する条例（昭和61年条例第１号）の一部を次のように改正す

る。 

第26条の２第３号及び第４号並びに第26条の３第１項第１号及び第３項第１号中「禁

錮」を「拘禁刑」に改める。 

（播磨町消防団条例の一部改正） 

第２条 播磨町消防団条例（昭和51年条例第21号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

（播磨町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部改正） 

第３条 播磨町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（昭和39年条例第21

号）の一部を次のように改正する。 

第６条第１号中「禁錮
こ

」を「拘禁刑」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第67号。以下「刑法等一部改

正法」という。）の施行の日から施行する。 

（罰則の適用等に関する経過措置） 

２ この条例の施行前にした行為の処罰については、なお従前の例による。 

３ この条例の施行後にした行為に対して、他の条例の規定によりなお従前の例によること

とされ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の条例の規定の例による

こととされる罰則を適用する場合において、当該罰則に定める刑に刑法等一部改正法第２

条の規定による改正前の刑法（明治40年法律第45号。以下この項において「旧刑法」とい

う。）第12条に規定する懲役（以下「懲役」という。）（有期のものに限る。以下この項

において同じ。）又は旧刑法第13条に規定する禁錮（以下「禁錮」という。）（有期のも

のに限る。以下この項において同じ。）が含まれるときは、当該刑のうち懲役又は禁錮は

それぞれその刑と長期及び短期を同じくする有期拘禁刑とする。 

（人の資格に関する経過措置） 

４ 拘禁刑に処せられた者に係る他の条例その他の定めによりなお従前の例によることとさ

れ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の条例その他の定めの例によ

ることとされる人の資格に関する法令の規定の適用については、無期拘禁刑に処せられた

者は無期禁錮に処せられた者と、有期拘禁刑に処せられた者は刑期を同じくする有期禁錮

に処せられた者とみなす。 

５ 刑法等一部改正法及び刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整理等に関

する法律（令和４年法律第68号）並びにこの条例の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を

除く。）が定められている罪についてされた起訴及び逮捕は、第１条の規定による改正後

の播磨町職員の給与に関する条例第26条の３第１項各号及び第３項第３号の規定の適用に
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ついては、それぞれ拘禁刑が定められている罪についてされた起訴及び逮捕とみなす。 
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議案第 ６ 号 

 

播磨町情報公開・個人情報保護審査会条例の一部を改正する条例制定の件 

 

播磨町情報公開・個人情報保護審査会条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和７年３月４日提出 

 

播磨町長 佐 伯 謙 作 
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播磨町情報公開・個人情報保護審査会条例の一部を改正する条例 

 

播磨町情報公開・個人情報保護審査会条例（令和４年条例第27号）の一部を次のように改

正する。 

第２条第２項中「第２条第９項」を「第２条第10項」に改める。 

附 則 

この条例は、情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行

政運営の簡素化及び効率化を図るためのデジタル社会形成基本法等の一部を改正する法律

（令和６年法律第46号）附則第１条第２号の政令で定める日から施行する。 
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議案第 ７ 号 

 

職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び職員の育児休業等に関する条例の一

部を改正する条例制定の件 

 

職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び職員の育児休業等に関する条例の一部を改正す

る条例を次のとおり制定する。 

 

令和７年３月４日提出 

 

播磨町長 佐 伯 謙 作 
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職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び職員の育児休業等に関する条例の一 

部を改正する条例 

 

（職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第１条 職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年条例第27号）の一部を次のように

改正する。 

第８条の３第２項中「３歳に満たない子」を「小学校就学の始期に達するまでの子」に

改め、同条第４項中「除く。）が、規則で定めるところにより、当該子を養育」とあ

り、」の次に「並びに」を加え、「中「３歳に満たない子のある職員が、規則で定めると

ころにより、当該子を養育」とあり、」を削る。 

（職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第２条 職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第６号）の一部を次のように改正す

る。 

第18条第３項中「第61条第32項において読み替えて準用する同条第29項」を「第61条の

２第20項」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は公布の日から施行

する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の日を時間外勤務制限開始日とす

る第１条の規定による改正後の職員の勤務時間、休暇等に関する条例第８条の３第２項の

規定による請求（３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育するために行うもの

に限る。）を行おうとする職員は、施行日前においても、規則の定めるところにより、当

該請求を行うことができる。 
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議案第 ８ 号 

 

特別職に属する非常勤の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正す

る条例制定の件 

 

特別職に属する非常勤の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例を次

のとおり制定する。 

 

令和７年３月４日提出 

 

播磨町長 佐 伯 謙 作 
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特別職に属する非常勤の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正す

る条例 

 

特別職に属する非常勤の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和31年条例第５号）の

一部を次のように改正する。 

別表学校医（内科）の項報酬の額（円）の欄中「220,000」を「223,000」に、「484」を

「489」に改め、同表学校医（眼科）の項報酬の額（円）の欄中「174,000」を「176,000」

に、「484」を「489」に改め、同表学校医（耳鼻咽喉科）の項報酬の額（円）の欄中

「174,000」を「176,000」に、「484」を「489」に改め、同表学校歯科医の項報酬の額

（円）の欄中「174,000」を「176,000」に、「484」を「489」に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第 ９ 号 

 

播磨町職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例制定の件 

 

播磨町職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和７年３月４日提出 

 

播磨町長 佐 伯 謙 作 
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播磨町職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

 

（播磨町職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 播磨町職員の給与に関する条例（昭和61年条例第１号）の一部を次のように改正す

る。 

第14条第２項中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号から第６号までを１号ずつ

繰り上げ、同条第３項中「前項第１号及び第３号から第６号」を「前項第１号に該当する

扶養親族（以下「扶養親族たる子」という。）については１人につき13,000円、前項第２

号から第５号」に改め、「、同項第２号に掲げる扶養親族（以下「扶養親族たる子」とい

う。）については１人につき10,000円」を削り、同条第４項中「（以下「特定期間」とい

う。）」を削り、「特定期間に」を「当該期間に」に改め、同条に次の１項を加える。 

５ 前各項に規定するもののほか、扶養親族の数の変更に伴う支給額の改定その他扶養

手当の支給に関し必要な事項は、規則で定める。 

第15条を次のように改める。 

第15条 削除 

第16条第１項第３号中「配偶者」の次に「（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。以下同じ。）」を加える。 

第24条の２第１項中「勤務した」を「勤務をした」に改め、同条第２項中「週休日等以

外の日の午前０時から」を「午後10時から翌日の」に改め、「５時までの間」の次に

「（週休日等に含まれる時間を除く。）」を加え、「勤務した」を「勤務をした」に改め、

同条第３項第１号中「5,000円」を「10,000円」に改め、同項第２号中「3,000円」を

「6,000円」に改める。 

第26条第２項中「、６月に支給する場合には100分の122.5を、12月に支給する場合には

100分の127.5」を「100分の125」に改め、同条第３項中「「100分の122.5」とあるのは

「100分の68.75」とし、「100分の127.5」とあるのは「100分の71.25」」を「「100分の

125」とあるのは「100分の70」」に改める。 

第27条第２項第１号中「、６月に支給する場合には100分の102.5を、12月に支給する場

合には100分の107.5」を「100分の105」に改め、同項第２号中「、６月に支給する場合に

は100分の48.75を、12月に支給する場合には100分の51.25」を「100分の50」に改める。 

別表第１を次のように改める。 

別表第１（第７条関係） 行政職給料表 

職員

の区

分 

職務の

級 
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

号給 
給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

定年  円 円 円 円 円 円 円 
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前再

任用

短時

間勤

務職

員以

外の

職員 

１ 183,500 230,000 265,300 298,800 321,300 355,200 408,300 

２ 184,600 231,500 266,300 300,300 323,100 356,900 410,200 

３ 185,800 233,000 267,300 301,800 324,900 358,500 412,100 

４ 186,900 234,500 268,300 303,200 326,600 360,100 413,900 

５ 188,000 236,000 269,300 304,600 328,300 361,700 415,700 

６ 189,700 237,500 270,300 305,700 330,000 363,500 417,500 

７ 191,300 239,000 271,300 306,700 331,700 365,000 419,300 

８ 192,900 240,500 272,300 307,900 333,400 366,600 421,100 

９ 194,500 242,000 273,300 309,100 335,000 368,000 422,700 

10 196,200 243,400 274,300 310,700 336,700 369,600 424,200 

11 197,800 244,800 275,300 312,300 338,400 371,200 425,700 

12 199,400 246,200 276,400 313,900 340,000 372,700 427,200 

13 201,000 247,400 277,400 315,400 341,500 374,600 428,700 

14 202,700 248,600 278,700 317,000 343,100 376,500 430,000 

15 204,400 249,800 280,000 318,600 344,700 378,400 431,300 

16 206,100 251,000 281,200 320,200 346,200 380,200 432,500 

17 207,400 252,100 282,500 321,700 347,600 381,700 433,700 

18 209,000 253,200 283,800 323,400 349,300 383,500 435,000 

19 210,600 254,300 285,000 325,000 350,900 385,200 436,300 

20 212,100 255,400 286,200 326,600 352,500 386,800 437,500 

21 213,600 256,400 287,300 328,000 353,700 388,500 438,700 

22 215,200 257,400 288,500 329,700 355,200 389,900 439,500 

23 216,800 258,400 289,800 331,400 356,700 391,300 440,300 

24 218,400 259,400 291,100 333,000 358,200 392,700 441,100 
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25 220,000 260,400 292,400 334,200 359,900 394,100 441,700 

26 221,700 261,300 293,400 336,100 361,700 395,300 442,300 

27 223,000 262,200 294,400 337,800 363,400 396,500 442,900 

28 224,300 263,100 295,500 339,400 365,100 397,500 443,500 

29 225,600 263,900 296,600 340,900 366,500 398,600 444,200 

30 226,700 264,700 297,800 342,500 367,800 399,800 445,000 

31 227,800 265,500 298,900 344,100 369,000 400,900 445,400 

32 228,900 266,300 300,100 345,700 370,400 402,000 446,100 

33 230,000 267,000 301,300 347,400 371,500 402,700 446,600 

34 231,100 267,800 302,600 349,200 372,400 403,400 447,000 

35 232,200 268,600 303,900 351,000 373,400 404,100 447,400 

36 233,300 269,300 305,200 352,800 374,500 404,800 447,800 

37 234,400 270,000 306,500 354,300 375,300 405,400 448,200 

38 235,400 270,800 307,800 355,700 376,200 406,000 448,600 

39 236,400 271,600 309,100 357,100 377,100 406,500 449,000 

40 237,300 272,300 310,400 358,500 377,900 406,900 449,300 

41 238,200 273,000 311,700 360,000 378,700 407,300 449,600 

42 239,100 273,800 313,000 360,800 379,500 407,500 450,000 

43 239,900 274,600 314,300 361,800 380,300 407,800 450,300 

44 240,700 275,300 315,400 362,800 381,000 408,100 450,600 

45 241,400 276,000 316,300 363,700 381,700 408,400 450,900 

46 242,000 276,700 317,600 364,800 382,400 408,700  

47 242,600 277,400 318,900 365,700 383,100 409,000  

48 243,200 278,100 320,200 366,700 383,800 409,300  
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49 243,800 278,800 321,400 367,600 384,300 409,500  

50 244,400 279,500 322,700 368,300 384,900 409,800  

51 245,000 280,200 323,900 369,000 385,500 410,100  

52 245,500 280,900 325,100 369,600 386,200 410,400  

53 246,000 281,500 326,400 370,000 386,600 410,600  

54 246,400 282,200 327,500 370,600 387,200 410,900  

55 246,700 282,800 328,600 371,300 387,800 411,200  

56 247,000 283,500 329,700 372,000 388,300 411,500  

57 247,300 284,100 330,400 372,300 388,700 411,700  

58 247,600 284,800 331,300 373,000 389,300 412,000  

59 247,900 285,400 332,000 373,700 389,900 412,300  

60 248,200 286,100 332,800 374,300 390,400 412,500  

61 248,500 286,700 333,600 374,600 390,800 412,700  

62 248,800 287,400 334,000 375,100 391,300 413,000  

63 249,100 288,000 334,600 375,700 391,800 413,300  

64 249,400 288,500 335,300 376,300 392,400 413,500  

65 249,700 289,000 336,100 376,600 392,700 413,700  

66 250,000 289,600 336,800 377,200 393,100 414,000  

67 250,300 290,100 337,500 377,900 393,500 414,300  

68 250,600 290,700 338,100 378,500 393,900 414,500  

69 250,900 291,200 338,600 378,900 394,200 414,700  

70 251,200 291,700 339,200 379,400 394,500 415,000  

71 251,500 292,300 339,700 380,000 394,800 415,300  

72 251,800 292,900 340,300 380,500 395,000 415,500  
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73 252,100 293,400 340,600 381,000 395,200 415,700  

74 252,400 293,900 341,100 381,600 395,500   

75 252,700 294,300 341,500 382,100 395,800   

76 253,000 294,600 341,900 382,400 396,000   

77 253,300 294,800 342,300 382,800 396,200   

78 253,600 295,100 342,800 383,300 396,500   

79 253,900 295,300 343,300 383,700 396,800   

80 254,200 295,600 343,800 384,100 397,000   

81 254,500 295,800 344,100 384,500 397,200   

82 254,800 296,000 344,500 385,000 397,500   

83 255,100 296,300 344,900 385,400 397,800   

84 255,400 296,500 345,300 385,800 398,000   

85 255,700 296,800 345,600 386,100 398,200   

86 256,000 297,100 346,000     

87 256,300 297,400 346,400     

88 256,600 297,700 346,800     

89 256,900 298,000 347,000     

90 257,200 298,300 347,400     

91 257,500 298,600 347,800     

92 257,800 299,000 348,200     

93 258,100 299,200 348,400     

94  299,400 348,800     

95  299,700 349,200     

96  300,100 349,500     
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97  300,300 349,800     

98  300,600 350,200     

99  301,000 350,600     

100  301,400 351,000     

101  301,600 351,500     

102  301,900 351,900     

103  302,200 352,300     

104  302,500 352,700     

105  302,700 353,200     

106  303,000 353,600     

107  303,300 353,900     

108  303,600 354,200     

109  303,800 354,700     

110  304,200      

111  304,600      

112  304,900      

113  305,100      

114  305,300      

115  305,600      

116  306,000      

117  306,200      

118  306,400      

119  306,700      

120  307,000      
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121  307,400      

122  307,600      

123  307,900      

124  308,200      

125  308,500      

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員 

 基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

円 円 円 円 円 円 円 

192,000 219,500 260,000 279,700 294,900 320,600 362,700 

備考 この表は、他の給料表の適用を受けない全ての職員に適用する。 

（播磨町一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 

第２条 播磨町一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成29年条例第23号）の一部を

次のように改正する。 

第７条第３項を削り、同条第４項中「第２項」を「前項」に改め、「及び前項の規定に

よる特定任期付職員業績手当の支給」を削り、同項を同条第３項とする。 

第10条第１項中「、第24条及び第27条」を「及び24条」に改め、同条第２項中「並びに

第26条第２項」を「、第26条第２項並びに第27条第２項第１号」に、「100分の122.5」を

「100分の125」に、「「100の170」とし、「100分の127.5」とあるのは「100分の175」」

を「「100分の95」と、給与条例第27条第２項第１号中「100分の105」とあるのは「100分

の87.5」」に改める。 

（企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第３条 企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和50年条例第13号）の一部を次の

ように改正する。 

第２条中「地域手当及び特定任期付職員業績手当」を「及び地域手当」に改める。 

第５条第２項中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号から第５号までを１号ずつ

繰り上げる。 

第13条の２第１項中「勤務した」を「勤務をした」に改め、同条第２項中「週休日等以

外の日の午前０時から」を「午後10時から翌日の」に改め、「５時までの間」の次に

「（週休日等に含まれる時間を除く。）」を加え、「勤務した」を「勤務をした」に改め

る。 

第20条の２第２項中「、第13条及び第15条」を「及び13条」に改め、同条中第４項を削

り、第５項を第４項とする。 
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（播磨町定年延長に伴う関係条例の整理に関する条例の一部改正） 

第４条 播磨町定年延長に伴う関係条例の整理に関する条例（令和４年条例第20号）の一

部を次のように改正する。 

附則第３条第１項及び第６項中「附則第９条第２項」を「附則第９条第６項」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（号給の切替え） 

第２条 令和７年４月１日（以下「切替日」という。）の前日において播磨町職員の給与に

関する条例に規定する給料表の適用を受けていた職員であって、同日においてその者が属し

ていた職務の級が附則別表に掲げられている職務の級であったものの切替日における号給

（次条及び同表において「新号給」という。）は、切替日の前日においてその者が属してい

た職務の級及び同日においてその者が受けていた号給（同表において「旧号給」という。）

に応じて同表に定める号給とする。 

（切替日前の異動者の号給の調整） 

第３条 切替日前に職務の級を異にする異動をした職員及び町長の定めるこれに準ずるもの

をした職員の新号給については、その者が切替日において当該異動又は当該準ずるものをし

たものとした場合との権衡上必要と認められる限度において、町長の定めるところにより、

必要な調整を行うことができる。 

（令和８年３月31日までの間における扶養手当に関する経過措置） 

第４条 切替日から令和８年３月31日までの間における第１条の規定による改正後の播磨町

職員の給与に関する条例第14条の規定の適用については、同条第２項中 

「（５）重度心身障害者」とあるのは 

「（５）重度心身障害者 

 （６）配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）」 

と、同条第３項中「13,000円」とあるのは「11,500円」と、「とする」とあるのは「、前項

第６号に該当する扶養親族については3,000円とする」とする。 

（規則への委任） 

第５条 前３条に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附則別表 号給の切替表（附則第２条関係） 

旧号給 
新号給 

３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

１ １ １ １ １ １ 

２ １ １ １ １ １ 

３ １ １ １ １ １ 

４ １ １ １ １ １ 

５ １ １ １ １ １ 

６ ２ １ １ １ １ 
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７ ３ １ １ １ １ 

８ ４ １ １ １ １ 

９ ５ １ １ １ １ 

10 ６ ２ ２ １ １ 

11 ７ ３ ３ １ １ 

12 ８ ４ ４ １ １ 

13 ９ ５ ５ １ １ 

14 10 ６ ６ ２ １ 

15 11 ７ ７ ３ １ 

16 12 ８ ８ ４ １ 

17 13 ９ ９ ５ １ 

18 14 10 10 ６ ２ 

19 15 11 11 ７ ３ 

20 16 12 12 ８ ４ 

21 17 13 13 ９ ５ 

22 18 14 14 10 ６ 

23 19 15 15 11 ７ 

24 20 16 16 12 ８ 

25 21 17 17 13 ９ 

26 22 18 18 14 10 

27 23 19 19 15 11 

28 24 20 20 16 12 

29 25 21 21 17 13 

30 26 22 22 18 14 

31 27 23 23 19 15 

32 28 24 24 20 16 

33 29 25 25 21 17 

34 30 26 26 22 18 

35 31 27 27 23 19 

36 32 28 28 24 20 

37 33 29 29 25 21 

38 34 30 30 26 22 

39 35 31 31 27 23 

40 36 32 32 28 24 

41 37 33 33 29 25 

42 38 34 34 30 26 

43 39 35 35 31 27 

44 40 36 36 32 28 
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45 41 37 37 33 29 

46 42 38 38 34 30 

47 43 39 39 35 31 

48 44 40 40 36 32 

49 45 41 41 37 33 

50 46 42 42 38 34 

51 47 43 43 39 35 

52 48 44 44 40 36 

53 49 45 45 41 37 

54 50 46 46 42 38 

55 51 47 47 43 39 

56 52 48 48 44 40 

57 53 49 49 45 41 

58 54 50 50 46 42 

59 55 51 51 47 43 

60 56 52 52 48 44 

61 57 53 53 49 45 

62 58 54 54 50   

63 59 55 55 51   

64 60 56 56 52   

65 61 57 57 53   

66 62 58 58 54   

67 63 59 59 55   

68 64 60 60 56   

69 65 61 61 57   

70 66 62 62 58   

71 67 63 63 59   

72 68 64 64 60   

73 69 65 65 61   

74 70 66 66 62   

75 71 67 67 63   

76 72 68 68 64   

77 73 69 69 65   

78 74 70 70 66   

79 75 71 71 67   

80 76 72 72 68   

81 77 73 73 69   

82 78 74 74 70   
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83 79 75 75 71   

84 80 76 76 72   

85 81 77 77 73   

86 82 78 78    

87 83 79 79    

88 84 80 80    

89 85 81 81    

90 86 82 82    

91 87 83 83    

92 88 84 84    

93 89 85 85    

94 90      

95 91      

96 92      

97 93      

98 94      

99 95      

100 96      

101 97      

102 98      

103 99      

104 100      

105 101      

106 102      

107 103      

108 104      

109 105      

110 106      

111 107      

112 108      

113 109      
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議案第 １０ 号 

 

播磨町立自転車駐車場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例制定

の件 

 

播磨町立自転車駐車場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制

定する。 

 

令和７年３月４日提出 

 

播磨町長 佐 伯 謙 作 
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播磨町立自転車駐車場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 

播磨町立自転車駐車場の設置及び管理に関する条例（平成２年条例第16号）の一部を次の

ように改正する。 

別表第１播磨町立播磨町駅西側自転車駐車場の項を削る。 

別表第２に次のように加える。 

播磨町立播磨町駅西側自

転車駐車場 

加古郡播磨町宮北１丁目97番13 自転車 

別表第３播磨町立播磨町駅西側自転車駐車場の項を削る。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第 １１ 号 

 

播磨町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改正する

条例制定の件 

 

播磨町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改正する条例を次の

とおり制定する。 

 

令和７年３月４日提出 

 

播磨町長 佐 伯 謙 作 
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播磨町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改正する

条例 

 

播磨町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（昭和39年条例第21号）の一

部を次のように改正する。 

別表を次のように改める。 

別表（第２条関係） 

退職報償金支給額表 

階級 

勤務年数 

５年以

上10年

未満 

10年以

上15年

未満 

15年以

上20年

未満 

20年以

上25年

未満 

25年以

上30年

未満 

30年以

上35年

未満 

35年以

上 

団長 

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 

239 344 459 594 779 979 1,079 

副団長 229 329 429 534 709 909 1,009 

分団長 219 318 413 513 659 849 949 

副分団長 214 303 388 478 624 809 909 

部長及び班長 204 283 358 438 564 734 834 

団員 200 264 334 409 519 689 789 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の播磨町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例別

表の規定は、令和７年４月１日以後に退職した非常勤消防団員について適用し、同日前に

退職した非常勤消防団員については、なお従前の例による。 
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議案第 １２ 号 

 

   令和６年度播磨町一般会計補正予算（第９号） 

 

 令和６年度播磨町の一般会計の補正予算（第９号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１億６，５９８万４千円を追加

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１５９億６，６８３万円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 既定の繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 既定の債務負担行為の追加及び廃止は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第４条 既定の地方債の追加、変更及び廃止は、「第４表 地方債補正」による。 

 

令和７年３月４日提出 

 

播磨町長 佐 伯 謙 作 
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第１表　歳入歳出予算補正

１　歳　入 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1 町税 5,618,507 2,850 5,621,357

1 町民税 2,064,910 2,850 2,067,760

2 地方譲与税 109,689 △ 989 108,700

1 地方揮発油譲与税 17,952 △ 1,504 16,448

2 自動車重量譲与税 53,897 515 54,412

3 利子割交付金 2,620 880 3,500

1 利子割交付金 2,620 880 3,500

4 配当割交付金 40,310 5,470 45,780

1 配当割交付金 40,310 5,470 45,780

5 株式等譲渡所得割交 47,940 25,130 73,070

付金 1 株式等譲渡所得割交 47,940 25,130 73,070

付金

6 法人事業税交付金 66,150 5,570 71,720

1 法人事業税交付金 66,150 5,570 71,720

7 地方消費税交付金 771,952 32,406 804,358

1 地方消費税交付金 771,952 32,406 804,358

8 環境性能割交付金 16,277 △ 95 16,182

1 環境性能割交付金 16,277 △ 95 16,182

10 地方交付税 1,361,997 166,396 1,528,393

1 地方交付税 1,361,997 166,396 1,528,393

12 分担金及び負担金 34,827 △ 1,376 33,451

2 負担金 34,827 △ 1,376 33,451

13 使用料及び手数料 85,448 7,057 92,505

1 使用料 49,341 5,019 54,360

2 手数料 36,107 2,038 38,145

14 国庫支出金 2,595,570 3,781 2,599,351

1 国庫負担金 1,546,466 38,960 1,585,426

2 国庫補助金 1,041,773 △ 35,201 1,006,572

3 委託金 7,331 22 7,353  
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款 項 補正前の額 補　正　額 計

15 県支出金 1,087,459 △ 1,850 1,085,609

1 県負担金 760,676 18,498 779,174

2 県補助金 236,267 △ 21,537 214,730

3 委託金 90,516 1,189 91,705

16 財産収入 62,714 6,331 69,045

1 財産運用収入 61,711 3,603 65,314

2 財産売払収入 1,003 2,728 3,731

17 寄附金 4,959 100 5,059

1 寄附金 4,959 100 5,059

18 繰入金 1,678,233 △ 419,394 1,258,839

1 基金繰入金 1,678,232 △ 419,794 1,258,438

2 財産区繰入金 1 400 401

20 諸収入 371,971 △ 14,783 357,188

1 延滞金加算金及び過 12,920 △ 2,240 10,680

料

3 貸付金元利収入 6,292 500 6,792

5 雑入 344,383 △ 13,043 331,340

21 町債 1,572,246 348,500 1,920,746

1 町債 1,572,246 348,500 1,920,746

歳　　　　入　　　　合　　　　計 15,800,846 165,984 15,966,830

２　歳　出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1 議会費 134,030 △ 6,000 128,030

1 議会費 134,030 △ 6,000 128,030

2 総務費 1,926,117 △ 73,336 1,852,781

1 総務管理費 1,615,439 △ 64,332 1,551,107

3 戸籍住民基本台帳費 131,473 △ 8,993 122,480

5 統計調査費 675 △ 11 664

3 民生費 5,833,098 27,355 5,860,453

1 社会福祉費 3,562,857 △ 82,103 3,480,754

2 児童福祉費 2,270,040 109,458 2,379,498  
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款 項 補正前の額 補　正　額 計

4 衛生費 965,222 △ 61,126 904,096

1 保健衛生費 554,355 △ 51,418 502,937

2 清掃費 410,867 △ 9,708 401,159

6 農林水産業費 223,463 △ 13,645 209,818

1 農業費 159,319 △ 13,645 145,674

2 水産業費 64,144 0 64,144

7 商工費 64,682 △ 3,800 60,882

1 商工費 64,682 △ 3,800 60,882

8 土木費 1,200,046 △ 38,439 1,161,607

1 土木管理費 114,068 △ 8,565 105,503

2 道路橋りょう費 227,157 △ 27,200 199,957

4 都市計画費 839,390 △ 2,693 836,697

5 住宅費 4,675 19 4,694

9 消防費 526,856 15,783 542,639

1 消防費 526,856 15,783 542,639

10 教育費 3,885,778 317,860 4,203,638

1 教育総務費 499,200 △ 8,800 490,400

2 小学校費 826,518 △ 36,400 790,118

3 中学校費 378,460 414,658 793,118

4 幼稚園費 505,975 △ 12,300 493,675

5 社会教育費 1,148,160 △ 5,800 1,142,360

6 保健体育費 527,465 △ 33,498 493,967

12 公債費 991,958 1,332 993,290

1 公債費 991,958 1,332 993,290

歳　　　　出　　　　合　　　　計 15,800,846 165,984 15,966,830
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第２表 繰越明許費補正 

  追 加 

款 項 事  業  名 金 額（千円） 

２ 総務費 １ 総務管理費 電子自治体推進事業 ８３６ 

６ 農林水 

産業費 

１ 農業費 大池改修事業 ７３，２１７ 

２ 水産業費 漁港管理事業 ３４，９００ 

８ 土木費 

１ 土木管理費 公共用地等取得事業 ３，８２３ 

２ 道路橋りょ

う費 

道路維持管理事業 １２，０００ 

道路新設改良事業 ７，０００ 

４ 都市計画費 

都市計画変更業務委託事業 １２，４１９ 

土山駅北地区まちづくり事業 １５，６２０ 

９ 消防費 １ 消防費 災害対策活動事業 ２６，１０６ 

10 教育費 ３ 中学校費 播磨南中学校西校舎大規模改造事業 ４１９，８２４ 
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第３表 債務負担行為補正 

追 加 

事   項 期   間 限 度 額（千円） 

学童保育事業（利用児童数増・最低賃

金増対応分） 

令和６年度 

～ 

令和８年度 

９，７６１ 

 

廃 止 

事  項 期 間 限度額 備  考 

都市計画変更業務委託事業 令和７年度 

千円 

１３，２５５ 

 

令和６年度に予

算措置するため 

 

第４表 地方債補正 

追 加 

起 債 の 目 的 限 度 額 
起債の 

方 法 
利 率 償還の方法 

中学校事業 

播磨南中学校西校舎

大規模改造事業債 

 千円 

 

 

 

２７４，３００ 

 

 

 

 
証書借入 

又は 

証券発行 

５．０％以内

とする。 

ただし、利率

見直し方式で借

り入れる資金に

ついて、利率の

見直しが行われ

た場合において

は、当該見直し

後の利率とす

る。 

 

据置期間５

年を含み償還

期限を２５年

以内とし、その

他は借入先の

融資条件によ

る。 

ただし、町財

政の都合によ

り据置期間及

び償還期限を

短縮し、又は繰

上償還若しく

は低利に借り

換えることが

できる。 

 

社会教育事業 

地域の魅力発信拠点

整備事業債 

 

 

 

 

６４６，２００ 
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変 更 

起 債 の 目 的 
補      正      前 

限 度 額 
起債の 

方 法 
利   率 償還の方法 

防犯対策事業 

見守りカメラ

設置事業債 

千円 

 

 

 

 

８９，６００ 証書借入 

又は 

証券発行 

５.０%以内と

する。 

ただし、利率

見直し方式で借

り入れる資金に

ついて、利率の

見直しが行われ

た場合において

は、当該見直し

後の利率とす

る。 

据置期間５年を含

み償還期限を２５年

以内とし、その他は

借入先の融資条件に

よる。 

ただし、町財政の

都合により据置期間

及び償還期限を短縮

し、又は繰上償還若

しくは低利に借り換

えることができる。 

 

起 債 の 目 的 
補      正      後 

限 度 額 
起債の 

方 法 
利   率 償還の方法 

防犯対策事業 

見守りカメラ

設置事業債 

千円 

 

 

４８，９００ 

 

 

 

補正前 

に同じ 

補正前 

に同じ 

補正前 

に同じ 
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廃 止 

起 債 の 目 的 限 度 額 
起債の 

方 法 
利 率 償還の方法 

社会教育事業 

東部コミュニティセ

ンター整備事業債 

 千円 

 

 

 

 

 

 

 

５３１，３００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

証書借入 

又は 

証券発行 

５．０％以内

とする。 

ただし、利率

見直し方式で借

り入れる資金に

ついて、利率の

見直しが行われ

た場合において

は、当該見直し

後の利率とす

る。 

 

据置期間５

年を含み償還

期限を２５年

以内とし、その

他は借入先の

融資条件によ

る。 

ただし、町財

政の都合によ

り据置期間及

び償還期限を

短縮し、又は繰

上償還若しく

は低利に借り

換えることが

できる。 
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議案第 １３ 号 

 

   令和６年度播磨町国民健康保険事業特別会計補正予算（第４号） 

 

 令和６年度播磨町の国民健康保険事業特別会計の補正予算（第４号）は、次に定める

ところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２４３万６千円を減額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３６億３，５９１万９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和７年３月４日提出 

 

播磨町長 佐 伯 謙 作 
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第１表　歳入歳出予算補正

１　歳　入 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1 国民健康保険税 519,346 10,000 529,346

1 国民健康保険税 519,346 10,000 529,346

6 県支出金 2,651,033 2,928 2,653,961

3 県負担金・補助金 2,651,033 2,928 2,653,961

9 財産収入 2,120 209 2,329

1 財産運用収入 2,120 209 2,329

10 繰入金 404,711 △ 19,554 385,157

1 繰入金 404,711 △ 19,554 385,157

12 諸収入 13,538 3,981 17,519

2 雑入 1,072 3,981 5,053

歳　　　　入　　　　合　　　　計 3,638,355 △ 2,436 3,635,919

２　歳　出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1 総務費 50,663 △ 1,100 49,563

1 総務管理費 45,204 △ 1,100 44,104

2 保険給付費 2,573,570 △ 3,500 2,570,070

5 出産育児諸費 12,506 △ 3,500 9,006

8 保健事業費 39,244 △ 3,600 35,644

1 保健事業費 12,703 △ 600 12,103

2 特定健康診査等事業 22,930 △ 2,000 20,930

費

3 人間ドック健康診査 3,611 △ 1,000 2,611

事業費

9 基金積立金 49,728 209 49,937

1 基金積立金 49,728 209 49,937

10 諸支出金 17,810 5,555 23,365

1 諸支出金 17,810 5,555 23,365

歳　　　　出　　　　合　　　　計 3,638,355 △ 2,436 3,635,919  
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議案第 １４ 号 

 

   令和６年度播磨町財産区特別会計補正予算（第２号） 

 

 令和６年度播磨町の財産区特別会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２３０万９千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１２億７，３６９万５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和７年３月４日提出 

 

播磨町長 佐 伯 謙 作 

 

第１表　歳入歳出予算補正

１　歳　入 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

3 二子村財産区財産収 303,726 2,309 306,035

入

1 財産売払収入 1 2,309 2,310

歳　　　　入　　　　合　　　　計 1,271,386 2,309 1,273,695

２　歳　出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

3 二子村財産区費 303,726 2,309 306,035

1 諸支出金 303,726 2,309 306,035

歳　　　　出　　　　合　　　　計 1,271,386 2,309 1,273,695  
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議案第 １５ 号 

 

   令和６年度播磨町介護保険事業特別会計補正予算（第４号） 

 

 令和６年度播磨町の介護保険事業特別会計の補正予算（第４号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ４，１２８万６千円を減額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３１億８４５万１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和７年３月４日提出 

 

播磨町長 佐 伯 謙 作 

 

第１表　歳入歳出予算補正

１　歳　入 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

2 分担金及び負担金 470 △ 50 420

1 負担金 470 △ 50 420

4 国庫支出金 659,259 8,990 668,249

1 国庫負担金 515,537 △ 5,707 509,830

2 国庫補助金 143,722 14,697 158,419

5 支払基金交付金 792,262 △ 10,432 781,830

1 支払基金交付金 792,262 △ 10,432 781,830

6 県支出金 421,437 △ 5,435 416,002

1 県負担金 396,717 △ 4,552 392,165

2 県補助金 24,720 △ 883 23,837

7 財産収入 712 22 734

1 財産運用収入 712 22 734

8 繰入金 576,071 △ 37,233 538,838

1 一般会計繰入金 481,270 △ 6,251 475,019

2 基金繰入金 94,801 △ 30,982 63,819

10 諸収入 5 2,852 2,857

3 雑入 3 2,852 2,855

歳　　　　入　　　　合　　　　計 3,149,737 △ 41,286 3,108,451
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２　歳　出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1 総務費 74,404 △ 2,617 71,787

1 総務管理費 55,184 △ 1,300 53,884

2 徴収費 3,209 5 3,214

3 介護認定審査会費 16,011 △ 1,322 14,689

2 保険給付費 2,806,940 △ 31,571 2,775,369

1 介護サービス等諸費 2,517,961 △ 17,371 2,500,590

2 介護予防サービス等 153,510 △ 11,400 142,110

諸費

4 高額介護サービス等 67,604 3,500 71,104

費

5 特定入所者介護サー 53,534 △ 6,300 47,234

ビス等費

4 地域支援事業費 169,174 △ 7,120 162,054

1 一般介護予防事業費 5,627 0 5,627

3 介護予防・生活支援 109,327 △ 7,120 102,207

サービス事業費

5 基金積立金 13,839 22 13,861

1 基金積立金 13,839 22 13,861

歳　　　　出　　　　合　　　　計 3,149,737 △ 41,286 3,108,451
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議案第 １６ 号 

 

   令和６年度播磨町後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第３号） 

 

 令和６年度播磨町の後期高齢者医療事業特別会計の補正予算（第３号）は、次に定め

るところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２，４４９万８千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ６億５９４万９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和７年３月４日提出 

 

播磨町長 佐 伯 謙 作 

 

第１表　歳入歳出予算補正

１　歳　入 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1 後期高齢者医療保険 450,579 24,460 475,039

料

1 後期高齢者医療保険 450,579 24,460 475,039

料

2 繰入金 113,603 38 113,641

1 一般会計繰入金 113,603 38 113,641

歳　　　　入　　　　合　　　　計 581,451 24,498 605,949

２　歳　出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

2 後期高齢者医療広域 576,509 24,498 601,007

連合納付金

1 後期高齢者医療広域 576,509 24,498 601,007

連合納付金

歳　　　　出　　　　合　　　　計 581,451 24,498 605,949
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議案第 １７ 号 

 

令和６年度播磨町水道事業会計補正予算（第４号） 

 

第１条 令和６年度播磨町水道事業会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

第２条 令和６年度水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的支出

の予定額を次のとおり補正する。 

    支 出                                                          （単位  千円） 

科    目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 水道事業費用 ６７６，２９６ △１５，７００ ６６０，５９６ 

第１項 営 業 費 用 ６５３，９８３ △１５，１００ ６３８，８８３ 

第２項 営業外費用 １１，８１３ △６００ １１，２１３ 

 

第３条 予算第４条本文括弧中「１０１，４４５千円」を「２８１，２４５千円」に改め、

「３１，１６８千円」を「１６，７６８千円」に改め、次に「減債積立金４５,８９８千

円」及び「建設改良積立金１４８,３０２千円」を加え、資本的収入及び支出の予定額を

次のとおり補正する。 

    収 入                                                          （単位  千円） 

科    目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 資本的収入 ５５９，２７８ △３３８，２００ ２２１，０７８ 

第１項 企 業 債 ４６８，２００ △３０８，２００ １６０，０００ 

第２項 負 担 金 ９１，０７８ △３０，０００ ６１，０７８ 

 

    支 出                                                          （単位  千円） 

科    目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 資本的支出 ６６０，７２３ △１５８，４００ ５０２，３２３ 

第１項 建設改良費 ４１７，５０２ △１５８，４００ ２５９，１０２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 48 -



 

第４条 予算第５条に定めた企業債の限度額を次のように改める。 

 補正前 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

水道事業 

（建設改良事業） 

千円 

 

 

 

４６８，２００ 
証書借入 

又は 

証券発行 

５．０％以内

とする。 

据置期間５年を含み償

還期限を４０年以内と

し、その他は借入先の

融資条件による。 

ただし、町財政の都合

により据置期間及び償

還期限を短縮し、又は

繰上償還若しくは低利

に借り換えることがで

きる。 

 

補正後 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

水道事業 

（建設改良事業） 

千円 

 

１６０，０００ 補正前に同じ 補正前に同じ 補正前に同じ 

 

令和７年３月４日提出 

 

播磨町長 佐 伯 謙 作 

- 49 -



 

議案第 １８ 号 

 

令和６年度播磨町下水道事業会計補正予算（第３号） 

 

第１条 令和６年度播磨町下水道事業会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

第２条 令和６年度下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的支

出の予定額を次のとおり補正する。 

    支 出                                                          （単位  千円） 

科    目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 下水道事業費用 ９２２，４６５ △３６，２００ ８８６，２６５ 

第１項 営 業 費 用 ８３４，６３２ △１９，５００ ８１５，１３２ 

第２項 営業外費用  ６６，８２６ △６，８００ ６０，０２６ 

第３項 特 別 損 失 １１，００７ △９，９００ １，１０７ 

 

第３条 予算第４条本文括弧中「２９１，８８１千円」を「２９６，８８１千円」に改め、

「６８，４３１千円」を「６４,５９５千円」に改め、次に「減債積立金６５,８９９千

円」を加え、「１６７，０１５千円」を「１０９，９５２千円」に改め、資本的収入及び

支出の予定額を次のとおり補正する。 

    収 入                                                          （単位  千円） 

科    目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 資本的収入 １，００１，７７９ △９３，５００ ９０８，２７９ 

第１項 企 業 債 ５８３，９００ △９３，５００ ４９０，４００ 

 

    支 出                                                          （単位  千円） 

科    目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 資本的支出 １，２９３，６６０ △８８，５００ １，２０５，１６０ 

第１項 建設改良費 ８２９，３１４ △８８，５００ ７４０，８１４ 
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第４条 予算第５条に定めた企業債の限度額を次のように改める。 

 補正前 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

１ 公共下水道

事業 

千円 

 

 

 

５４７，０００ 
証書借入 

又は 

証券発行 

５．０％以内

とする。 

据置期間５年を含み償

還期限を４０年以内と

し、その他は借入先の

融資条件による。 

ただし、町財政の都合

により据置期間及び償

還期限を短縮し、又は

繰上償還若しくは低利

に借り換えることがで

きる。 

 

補正後 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

１ 公共下水道

事業 

千円 

 

４５３，５００ 補正前に同じ 補正前に同じ 補正前に同じ 

 

令和７年３月４日提出 

 

播磨町長 佐 伯 謙 作 
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議案第 １９ 号 

 

   令和７年度播磨町一般会計予算 

 

 令和７年度播磨町の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１４２億８１５万４千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により、翌年

度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

（債務負担行為） 

第３条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事

項、期間及び限度額は、「第３表 債務負担行為」による。 

（地方債） 

第４条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の

目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第４表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第５条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

１０億円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第６条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金

額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(１) 各項に計上した報酬（会計年度任用職員分に限る。）、給料、職員手当、共済費

及び旅費（会計年度任用職員の通勤手当相当分に限る。）に係る予算額に過不足を生

じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

  

令和７年３月４日提出 

 

                          播磨町長 佐 伯 謙 作  
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第２表 繰越明許費 

款 項 事  業  名 金 額（千円） 

４ 衛生費 ２ 清掃費 ごみ収集車購入事業 １９，５７２ 

 

第３表 債務負担行為 

事     項 期   間 限 度 額（千円） 

電子自治体推進事業（子ども・子育て支援法

等改正に伴う対応） 

令和７年度 

～ 

令和８年度 

 

２３，１１９ 

 

電子自治体推進事業（eL-QR 公金会計収納対

応に伴う対応） 

令和７年度 

～ 

令和８年度 

４，６２０ 

外国人英語指導助手派遣委託料 

令和７年度 

～ 

令和１０年度 

９５，７８４ 

学校情報化推進事業 

令和７年度 

～ 

令和１２年度 

４２４，６５０ 

調理等業務委託料（蓮池小学校分） 

令和７年度 

～ 

令和１２年度 

２１４，５９０ 

調理配送等業務委託料（播磨幼稚園及び蓮池

幼稚園分） 

令和７年度 

～ 

令和１０年度 

１０３，９０５ 
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第４表 地方債 

起 債 の 目 的 限 度 額 
起債の 

方 法 
利 率 償還の方法 

消防事業 

災害対策活動事業債 

 千円 

 

７，９００ 

 

証書借入 

又は 

証券発行 

５．０％以内

とする。 

ただし、利率

見直し方式で借

り入れる資金に

ついて、利率の

見直しが行われ

た場合において

は、当該見直し

後の利率とす

る。 

据置期間５

年を含み償還

期限を２５年

以内とし、その

他は借入先の

融資条件によ

る。 

ただし、町財

政の都合によ

り据置期間及

び償還期限を

短縮し、又は繰

上償還若しく

は低利に借り

換えることが

できる。 

農業事業 

 大池改修事業債 
８３，６００ 

道路橋りょう事業 

道路改修事業債 
２３，１００ 

都市計画事業 

 都市公園改修事業債 
２７，０００ 

幼稚園事業 

幼稚園給食配膳室整

備事業債 

１０６，６００ 

保健体育事業 

 総合体育館大体育室

空調設備整備事業債 

１２，１００ 
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議案第 ２０ 号 

 

   令和７年度播磨町国民健康保険事業特別会計予算 

 

 令和７年度播磨町の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３４億２，０７６万５千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

 

令和７年３月４日提出 

 

                           播磨町長 佐 伯 謙 作  
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議案第 ２１ 号 

 

   令和７年度播磨町財産区特別会計予算 

 

 令和７年度播磨町の財産区特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１２億６，０９５万７千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

 

令和７年３月４日提出 

 

                          播磨町長 佐 伯 謙 作  
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議案第 ２２ 号 

 

   令和７年度播磨町介護保険事業特別会計予算 

 

 令和７年度播磨町の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３２億４，３８１万８千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担す

る行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

 

令和７年３月４日提出 

 

                          播磨町長 佐 伯 謙 作  
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第２表 債務負担行為 

事     項 期   間 限 度 額（千円） 

介護保険事業計画等改定業務委託料 令和８年度 

 

４，１８０ 
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議案第 ２３ 号 

 

   令和７年度播磨町後期高齢者医療事業特別会計予算 

 

 令和７年度播磨町の後期高齢者医療事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６億１６８万円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

 

令和７年３月４日提出 

 

                          播磨町長 佐 伯 謙 作  
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議案第 ２４ 号 

 

令和７年度播磨町水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和７年度播磨町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(１) 給 水 栓 数 １７，１７０栓 

(２) 年間総給水量 ３，４２５，４２０㎥ 

(３) １日平均給水量 ９，３８５㎥ 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収      入 

第１款 水道事業収益 ７３２，３１６千円 

第１項 営 業 収 益 ６０４，５２４千円 

第２項 営 業 外 収 益 １２７，７９１千円 

第３項 特 別 利 益 １千円 

支      出 

第１款 水道事業費用 ７１４，５２４千円 

第１項 営 業 費 用 ６８４，３２６千円 

第２項 営 業 外 費 用 １９，６９８千円 

第３項 特 別 損 失 ５００千円 

第４項 予 備 費 １０，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額３０３，６１７千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収

支調整額４３，８２３千円、過年度分損益勘定留保資金２５９,７９４千円で補てんす

るものとする。）。 

収      入 

第１款 資 本 的 収 入 ４０１，５９３千円 

第１項 企 業 債 ３０９，８００千円 

第２項 負 担 金 ９１，７９３千円 

第３項 固定資産売却代金 ０千円 

第４項 投資有価証券償還金 ０千円 

支      出 

第１款 資 本 的 支 出 ７０５，２１０千円 

第１項 建 設 改 良 費 ５５６，８１０千円 

第２項 企業債償還金 １４８，４００千円 

第３項 投 資 ０千円 
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（継続債） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

款 項 事業名 総 額 年 度 年割額 

 

資本的

支出 

 

建設改

良費 

 

第２配水池配

水ポンプ更新

工事 

千円 

１４０，０００ 

 

令和７年度 

千円 

６０，０００ 

 

令和８年度 

千円 

８０，０００ 

 

西野添～上野

添 地 区 （ Ｄ

Ｂ）基幹管路

等布設替工事 

千円 

６２６，６６０ 

 

令和７年度 

千円 

２３，０００ 

 

令和８年度 

千円 

５１０，０００ 

 

令和９年度 

千円 

９３，６６０ 

（債務負担行為） 

第６条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事      項 期      間 限  度  額 

 

浄水施設内面防水改修工事 

 

令和８年度 

千円 

７８,０００ 

（企業債） 

第７条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

水道事業 

(建設改良事業) 

千円 

 

 

 

 

３０９,８００ 

証書借入 

又は 

証券発行 

５．０％

以内と 

する。 

据置期間５年を含

み償還期限を４０

年以内とし、その

他は借入先の融資

条件による。 

ただし、町財政の都

合により据置期間及

び償還期限を短縮

し、又は繰上償還若

しくは低利に借り換

えることができる。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。 

(１) 営業外費用に計上した消費税及び地方消費税に係る予算額に不足を生じた場合に

おける同一款内での各項間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、
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又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならな

い。 

(１) 職 員 給 与 費 ８８，８１７千円 

（たな卸資産購入限度額） 

第10条 たな卸資産の購入限度額は、１８，１９２千円と定める。 

 

令和７年３月４日提出 

 

播磨町長 佐 伯 謙 作 
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議案第 ２５ 号 

 

令和７年度播磨町下水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和７年度播磨町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(１) 接 続 戸 数 １４，４９４戸 

(２) 年間総排水量 ２，９７８，０００㎥ 

(３) １日平均排水量 ８，１５９㎥ 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収      入 

第１款 下水道事業収益 ９７１，２５８千円 

第１項 営 業 収 益 ４６１，１４２千円 

第２項 営 業 外 収 益 ５１０，１１６千円 

支      出 

第１款 下水道事業費用 ９４０，３５０千円 

第１項 営 業 費 用 ８３７，８４４千円 

第２項 営 業 外 費 用 ６８，４４５千円 

第３項 特 別 損 失 ２４，０６１千円 

第４項 予 備 費 １０，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額３２１，１７０千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収

支調整額８２，８７８千円、過年度分損益勘定留保資金８８，５１１千円、当年度分損

益勘定留保資金１４９，７８１千円で補てんするものとする。）。 

収      入 

第１款 資 本 的 収 入 １，１１１，９４８千円 

第１項 企 業 債 ７１０，３００千円 

第２項 負 担 金 等 １，２８９千円 

第３項 出 資 金 ９３，５５８千円 

第４項 補 助 金 ３０６，８０１千円 

支      出 

第１款 資 本 的 支 出 １，４３３，１１８千円 

第１項 建 設 改 良 費 ９７２，７５４千円 

第２項 企業債償還金 ４６０，３６４千円 
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（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

１ 公共下水道

事業 

千円 

 

６５９，３００ 

証書借入 

又は 

証券発行 

５．０％ 

以内と 

する。 

据置期間５年を含み償

還期限を４０年以内と

し、その他は借入先の融

資条件による。 

ただし、町財政の都合に

より据置期間及び償還

期限を短縮し、又は繰上

償還若しくは低利に借

り換えることができる。 

２ 流域下水道

事業 

千円 

 

５１，０００ 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。 

(１) 営業費用と営業外費用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。 

(１) 職 員 給 与 費 ４７，５０９千円 

（他会計からの繰入金） 

第９条 下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受け入れる金額は、

４４５，８２７千円である。 

 

令和７年３月４日提出 

 

播磨町長 佐 伯 謙 作 
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